
大阪湾港湾広域防災協議会の概要 

港湾法の一部を改正する法律 抄 
第五十条の四 国土交通大臣、港湾管理者の長その他の関係行政機関の長又はこれらの指名する職員は、
港湾管理者を異にする二以上の港湾について、これらの港湾相互間の広域的な連携による災害時における
港湾の機能の維持に関し必要な協議を行うため、港湾広域防災協議会（以下この条において「協議会」とい
う。）を組織することができる。 

２  協議会は、必要があると認めるときは、その構成員以外の関係行政機関及び事業者に対し、資料の提供、
意見の表明、説明その他の必要な協力を求めることができる。 

３  第一項の協議を行うための会議において協議が調った事項については、協議会の構成員は、その協議の
結果を尊重しなければならない。 

４  前三項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

港湾広域防災協議会の設立 

目 的 

 大規模地震やそれに伴う津波により複数の港湾にまたがる広域災害が発生した際に、大阪湾諸港の港

湾機能が麻痺又は低下することによる国民生活や社会経済への影響を最小限とすべく、関係行政機関が相

互に協力し、港湾機能を継続するために、必要な事項を事前に協議し、広域災害発生時に各機関が連携し

て必要な対応を行うことを目的とする。 



大阪湾港湾機能継続計画推進協議会との関係 

課題の提起 

課題への対応案 

大阪湾港湾広域防災 
協議会 

 
構成員： 近畿地方整備局、 
      近畿運輸局、 
      神戸運輸監理部、 
      第五管区海上保安本部、 
      港湾管理者 
 
役   割： 大阪湾BCP(案)の実行

性を高めるために、港湾
相互間の連携・協力体制
中長期的な施策等につ
いて協議する。 

 
大阪湾港湾機能継続 

計画推進協議会 
 

構成員：近畿地方整備局、近畿運
輸局、神戸運輸監理部、第
五管区海上保安本部、税関、
入国管理局、検疫所、 港湾

管理者、学識経験者、海事
関係者 等 

 
役   割：大阪湾港湾広域防災協

議会で検討した大規模災害
時の港湾相互間の機能分
担について、実施上の課題、
具体的対策等を検討する。 
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